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 航空レーザデータによる地形解析 
3.3.1. 既存資料に基づく解析 
土砂流出発生要因の検討に使用するデータの収集を目的として、「山地災害危険地区調査要領（平成

28 年 7 月）林野庁」の「山腹崩壊危険地区調査実施要領」（以下、要領）を参考に、土砂流出の発生し

やすさに関係していると考えられる項目について解析を実施した。各項目の解析に使用したデータおよ

び解析方法の概要については以下の表 10 に示す。 

 

表 10 調査項目および使用したデータ 

調査項目 使用したデータ 解析の概要 

地質区分 20 万分の 1日本シームレス地質図 

（GSJ，AIST，20 万分の 1日本シームレ

ス地質図 V2） 

地質分類を付加体、火成岩、堆積岩、変成岩の 4

種類に分類した他、要領に基づき以下の第 1 類～

第 7 類に分類した。 

第 1 類：火山性の第四紀堆積物 

第 2 類：水成の第四紀堆積物（洪積砂礫等） 

第 3 類：新第三紀層の堆積岩 

第 4 類：古第三紀以前の堆積岩 

第 5 類：火山岩 

第 6 類：半深成岩・深成岩 

第 7 類：変成岩 

傾斜度 災害前の航空レーザ計測データ（図 

16） 

1.0m 間隔の数値標高モデル（DEM）をバイリニア

法によって 10m 間隔にリサンプリングし、傾斜、

縦断曲率、横断曲率を算出した。 

縦断面形 

横断面形 

土層深 災害前の航空レーザ計測データおよび

災害後の航空レーザ計測データ（図 

16） 

土砂流出発生箇所において、発生前後の DEM 差分

より土層深を算出した。 

齢級 令和 2年度森林簿 齢級によって配点 

無立木の齢級は、１齢級とする。 

 

 
図 16 使用した航空レーザ計測データの業務名および範囲図 
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3.3.2. 既存資料に基づく解析結果 
a) 地質区分 

産総研地質調査総合センター20 万分の 1 日本シームレス地質図 V2 における地質区分における分類

結果を示す（図 17）。 

 

 
図 17 地質区分 
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b) 傾斜 

10m グリッドにリサイズした災害発生前の DEM を用いて、ArcGIS のツール「傾斜角」で傾斜の大き

さを算出した。傾斜は要領を参考に傾斜率で算出した他、森林作業システムや路網整備水準の目安を

定める際の基準として一般的に用いられる角度でも算出した。算出結果を以下の図 18 に示す。 

 

 
図 18 傾斜（左：傾斜率 右：角度） 
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c) 縦断面形 

10m グリッドにリサイズした災害発生前の DEM を用いて、ArcGIS のツール「曲率」で断面曲率を算

出し、斜面の縦断面形の凹凸を解析した。このとき、断面曲率と縦断面形の関係は表 11 の通りとし

た。縦断面形の解析結果を図 19 に示す。 

 

表 11 断面曲率と縦断面形の関係 

縦断面形 凹型 平滑 凸型 

断面曲率 0.01 より大きい -0.01 以上 0.01 以下 -0.01 未満 

イメージ 

   

 

 

図 19 縦断面形 
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d) 横断面形 

要領では「メッシュの中心点と、中心点を通る等高線が内接円に交わる 2 点を結んだ 2 直線の山

麓側の角度（メッシュの中心点を通る等高線がない場合は、中心点に最も近接している等高線から類

推する角度）を計測し、10 度括約で求める」とされている。本業務においては 10m グリッドにリサイ

ズした災害発生前の DEM より、ArcGIS のツール「曲率」で水平曲率を算出し、斜面の横断面形の凹凸

を解析した。このとき、水平曲率と横断面形の関係は表 12 の通りとした。横断面形の解析結果を図 

19 に示す。 

 
表 12 水平曲率と横断面形の関係 

横断面形 凹型 等斉斜面 凸型 

水平曲率 -0.05 以下 -0.05 より大きく 0.05 以下 0.05 より大きい 

イメージ 

 
 

 

 

 
図 20 横断面形 
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e) 土層深 

衛星画像による判読結果、微地形表現図、および災害前後の標高差分より、土砂流出の起点となっ

た箇所（以下、源頭部）を判読し、ポイントデータを作成した（図 21）。その後、源頭部直下におけ

る災害前後の標高差分の平均値を地域（芦北町、球磨村南部）ごとに集計し、地域全体の土層深とし

た。 

集計の結果、芦北町の土層深は 2.4m、球磨村南部の土層深は 2.1m と算出された。 

 
図 21 源頭部の判読イメージ 

 

f) 齢級 

調査対象地における令和 2 年度版の森林簿より林小班の齢級を調査した。後述の点数算出のため、

齢級が 0 となっている林小班の齢級は 1とし、林小班外の箇所は調査対象外とした。 
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3.3.3. 山腹崩壊危険度の算出 
要領の「雨量区分、地質、地形及び林況による山腹崩壊危険度点数表（多雨地域）」を参考に 3.3.2

の解析結果を点数化し、10m メッシュ単位で集計した。点数化の基準を表 13 に示す。集計結果は要

領の「山腹崩壊危険度判定表（多雨地域）」を参考に、「山腹崩壊危険度」として表 14 に示す 4段階

で評価した。評価結果を図 22 に示す。 

 

表 13 山腹崩壊危険度点数表 

 
※ 源頭部における土層深算出結果より、土層深区分は芦北町、球磨村南部ともに全メッシュにおい

て 2.0～の区分で計算 

 

表 14 山腹崩壊危険度判定表 

土砂流出危険度 10m メッシュの点数 

a1 135 点以上 

b1 125 点以上 135 点未満 

c1 100 点以上 125 点未満 

0 100 点未満 
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図 22 山腹崩壊危険度（林小班外のメッシュは算出対象外として非表示） 
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3.3.4. 路網分布図の作成 
災害後の航空レーザ計測データより作成された微地形表現図および衛星画像を用いて、集材路等の路

網分布図を作成した（図 23）。路網分布図は微地形表現図等で判読できる路網の中心線にラインデータ

を作成した。ラインデータには、表 15 の通り属性を付与した。なお路網の幅員は、GIS の距離計測ツー

ルで調査した机上調査の内容であるため参考とする。 

 

                         表 15 属性データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 23 路網分布図（背景：微地形表現図および地理院タイル） 

フィールド名 項目 備考 

FUKUIN 幅員（m） 
マップ上で計測

した道路幅※1 

RoadTypeCd 道路種別 

資料※2 より道路

種別が判断でき

るものについて

国土数値情報の

道路種別コード

を入力 

ROAD_NAME 路線名 

資料※2 より路線

名が判断できる

ものについて路

線名を入力 

※1：平面投影距離 

※2：国土数値情報および対象地の林道 

シェープファイル 
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3.3.5. 源頭部の谷次数 
災害発生前の DEM を用いて谷次数ラインを抽出した。谷次数は Strahler 法により定義し、水流の始

まりから最初の合流点までを 1次谷とし、以下 n次の水流が 2本合流した水流を n+1 次の谷とした。 

源頭部ポイントデータ、谷次数ラインおよび微地形図を重ね合わせ、表 16 の基準より土砂流出源頭

部の谷次数を判読し属性として付与した（図 24）。 

 

表 16 源頭部の谷次数判読基準 

源頭部の谷次数属性 判読基準 

0 次谷 1 次谷ラインに対し垂直方向の斜面上部を 0 次谷と判読し、該当箇所に位

置する源頭部に属性付与。 

n 次谷 n 次谷ライン上に位置する源頭部 

n 次谷岸斜面 n 次谷ラインに対しに水平方向の斜面上部に位置する源頭部。 

尾根 尾根地形上に位置する源頭部。 

 

 

  
図 24 谷次数ラインおよび源頭部の判読例（背景：微地形表現図） 

 

3.3.6. 源頭部周辺の切り盛り土 
判読した源頭部ポイントに対し、豪雨災害前後の航空レーザ測量による DEM データ等を判読し、盛土

や切土の判読を行い、属性に入力した。判読内容は「盛土」「切土」「それ以外」の 3項目とした。 

 
図 25 源頭部における盛切土の判読例（左：災害前の微地形表現図、右：災害後の微地形表現図） 

盛土 

切土 

それ以外 


